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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　貯蔵槽に粉体を投入するための投入配管の周囲に設けるとともに直流電源に接続した複
数のイオナイザーを備え、
搬送気流によって搬送された粉体を上記投入配管から上記貯蔵槽に投入する過程で、上記
イオナイザーで生成されたイオンによって上記粉体を除電する粉体の除電装置において、
上記投入配管の周方向に所定の間隔を保って配置した複数のイオナイザーからなる第１の
イオナイザーグループと、
上記投入配管の周方向に所定の間隔を保って配置した複数のイオナイザーからなる第２の
イオナイザーグループとを備え、
上記第２のイオナイザーグループは、上記投入配管の投入口付近に設けられるとともに、
上記第１のイオナイザーグループに対して粉体の搬送方向下流側に所定の間隔を保って設
けられ、かつ、上記第２のイオナイザーグループを構成するイオナイザーは、それらの電
極の極性が投入配管の周方向に沿って正負交互に配置された粉体の除電装置。
【請求項２】
　上記第１のイオナイザーグループを構成するイオナイザーは、それらの電極の極性が投
入配管の周方向に沿って正負交互に配置された請求項１に記載の粉体の除電装置。
【請求項３】
　上記第１のイオナイザーグループを構成するイオナイザーと、上記第２のイオナイザー
グループを構成するイオナイザーとを同数にし、
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上記第１のイオナイザーグループを構成する各イオナイザーと、上記投入配管の周方向に
おける位置をほぼ同じにした第２のイオナイザーグループを構成する各イオナイザーとを
対応させ、
これら対応するイオナイザーの電極を互いに逆極性にした請求項２に記載の粉体の除電装
置。
【請求項４】
　上記第１のイオナイザーグループを構成するイオナイザーと、上記第２のイオナイザー
グループを構成するイオナイザーとを同数にし、
上記第１のイオナイザーグループを構成する各イオナイザーを、上記投入配管の周方向に
おける位置をほぼ同じにした第２のイオナイザーグループを構成する各イオナイザーとを
対応させ、
これら対応するイオナイザーの電極を同極性にした請求項２に記載の粉体の除電装置。
【請求項５】
　上記第１のイオナイザーグループを構成するイオナイザーの電極を全て同極性にした請
求項１に記載の粉体の除電装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、気流によって搬送される粉体を除電するための除電装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、装置内を気流によって搬送される粉体が、搬送管の壁面との摩擦や、粉体同
士の相互摩擦によって帯電する。帯電した粉体が貯蔵槽内に大量に堆積すると、着火性放
電が起こる可能性がある。そこで、帯電した粉体を除電する様々な除電装置が知られてい
る。
　例えば、特許文献１の除電装置は、粉体の貯蔵槽に接続された絶縁性の投入配管の周囲
を一周するように複数のノズル型のイオナイザーを配置したものである。
　上記特許文献１における各ノズル型のイオナイザーは、絶縁性の投入配管の帯電を利用
してイオンを生成することによって粉体を除電する自己放電型である。
　また、上記イオナイザーとして自己放電型ではなく、帯電した粉体を中和するためのイ
オンを交流高電圧によって生成する交流式イオン生成型のイオナイザーを用いたものも知
られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－０５５３１７号公報
【特許文献２】特開２００３－２６７４８４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記のように投入配管を一周するように放電電極針を配置した従来の除電装置では、投
入配管から投入される粉体の除電が不十分で、貯蔵槽内に高い帯電量の粉体が堆積してし
まうことがあった。このように、従来の除電装置で、粉体の除電が十分にできなかった原
因は、次のように考えられる。
　投入配管の終端付近で生成されたイオンによって、搬送過程で帯電した粉体の表面電荷
は中和して除電されるはずである。しかし、自己放電型では、帯電粉体からの誘導よりも
、絶縁性投入配管と粉体との衝突帯電により投入配管の帯電が左右されるため、粉体の搬
送速度が速い場合には、絶縁性投入配管と粉体との衝突帯電による投入配管の帯電が高く
なることでイオン生成量が多くなり粉体を逆帯電（過除電）させることがあり、反対に搬
送速度が遅い場合は、粉体との衝突帯電が小さく投入配管の帯電も低くなりイオン生成量
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も少なくなるので除電不足となることがあった。このように自己放電型は、イオン生成量
の制御ができないため、帯電粉体の帯電量に見合った除電ができないことがあった。
【０００５】
　一方、交流式イオン生成型では、正負イオンが交互に生成される。この時、粉体と同極
性のイオンでは除電ができず、異極性のイオンのみが除電に寄与することになるので、搬
送された粉体には、交流の周波数に同期した除電された部分と未除電の部分が交互に発生
するため、未除電の粉体がイオナイザーを通過してしまい、除電不足を生じてしまうこと
があった。
　また、一旦除電された粉体は投入配管から落下して貯蔵槽内に堆積するが、その過程で
も搬送気流によって舞い上がり、貯蔵槽の内壁との摩擦や、粉体同士の摩擦によって再帯
電してしまうことがある。さらに、堆積した粉体が舞い上がり、再帯電してしまうことも
ある。
　このように、粉体が投入配管を通過する過程でのみ除電する従来の除電装置では、堆積
した粉体の帯電量を十分に下げることは難しかった。
【０００６】
　一方で、貯蔵槽の下部壁面に放電電極針やエア吹き込み口を設けて、貯蔵槽に堆積した
粉体にイオン化したエアを供給する装置が知られている（特許文献２）。
　しかし、このように、粉体が堆積している部分でイオン化したエアを供給する装置は、
堆積した粉体を底部から舞い上がらせなければならないので、多くの風量が必要になり、
装置が大型化してしまうという問題がある。また、粉体の噴出を防止しながらエアを吹き
込む吹き込み口の構造などが複雑になってしまう。
　この発明の目的は、搬送気流によって投入配管を介して貯蔵槽に貯蔵される粉体を効率
よく除電でき、貯蔵槽に堆積した粉体からの着火性静電気放電を防止できる粉体の除電装
置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この発明は、貯蔵槽に粉体を投入するための投入配管の周囲に設けるとともに直流電源
に接続した複数のイオナイザーを備え、搬送気流によって搬送された粉体を上記投入配管
から上記貯蔵槽に投入する過程で、上記イオナイザーで生成されたイオンによって上記粉
体を除電する粉体の除電装置を前提とする。
【０００８】
　第１の発明は、上記装置を前提とし、上記投入配管の周方向に所定の間隔を保って配置
した複数のイオナイザーからなる第１のイオナイザーグループと、上記投入配管の周方向
に所定の間隔を保って配置した複数のイオナイザーからなる第２のイオナイザーグループ
とを備え、上記第２のイオナイザーグループは、上記投入配管の投入口付近に設けられる
とともに、上記第１のイオナイザーグループに対して粉体の搬送方向下流側に所定の間隔
を保って設けられ、かつ、上記第２のイオナイザーグループを構成するイオナイザーは、
それらの電極の極性が投入配管の周方向に沿って正負交互に配置されたことを特徴とする
。
【０００９】
　第２の発明は、上記第１のイオナイザーグループを構成するイオナイザーは、それらの
電極の極性が投入配管の周方向に沿って正負交互に配置されたことを特徴とする。
【００１０】
　第３の発明は、上記第１のイオナイザーグループを構成するイオナイザーと、上記第２
のイオナイザーグループを構成するイオナイザーとを同数にし、上記第１のイオナイザー
グループを構成する各イオナイザーと、上記投入配管の周方向における位置をほぼ同じに
した第２のイオナイザーグループを構成する各イオナイザーとを対応させ、これら対応す
るイオナイザーの電極を互いに逆極性にしたことを特徴とする。
【００１１】
　第４の発明は、上記第１のイオナイザーグループを構成するイオナイザーと、上記第２
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のイオナイザーグループを構成するイオナイザーとを同数にし、上記第１のイオナイザー
グループを構成する各イオナイザーを、上記投入配管の周方向における位置をほぼ同じに
した第２のイオナイザーグループを構成する各イオナイザーとを対応させ、これら対応す
るイオナイザーの電極を同極性にしたことを特徴とする。
【００１２】
　第５の発明は、上記第１のイオナイザーグループを構成するイオナイザーの電極を全て
同極性にしたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　この発明によれば、第１のイオナイザーグループの内側を通過する粉体を、第１のイオ
ナイザーグループで生成されたイオンによって除電し、粉体の帯電量をある程度下げ、帯
電量が下がった粉体をさらに第２のイオナイザーグループで生成されるイオンによって除
電することができる。また、第１のイオナイザーグループで除電しきれなかった粉体を第
２のイオナイザーグループで生成されるイオンによって除電することもできる。
【００１４】
　さらに、第２のイオナイザーグループを通過する粉体は、全体としては帯電量が低くな
っているため、第２のイオナイザーグループで生成されたイオンのうち粉体の除電に使わ
れなかったイオンはフリーイオンとなって、搬送気流とともに貯蔵槽内に噴射される。こ
のフリーイオンは、投入配管から排出された後に再帯電した粉体や、投入配管で除電しき
れなかった粉体を除電することができる。
　特に、第２イオナイザーグループでは、正負両極性のイオンが生成されるので、正負の
両方の帯電粉体を除電することができる。例えば、粉体同士の相互摩擦では、粉体は正に
も負にも帯電することがあるが、このような粉体も除電することができる。
　しかも、この発明のイオナイザーは直流電源に接続されているため、交流電圧を印加す
る場合と比べて、多くのイオンを生成することができる。また、上記フリーイオンは、投
入配管から吹き出す搬送気流によって粉体と混合されるので、効率よく除電に寄与する。
　その結果、投入配管に取り付けるという簡単な構成で、貯蔵槽に堆積した粉体から着火
性静電気放電が起こることを防止できる。
【００１５】
　第２～４の発明によれば、第１のイオナイザーグループのイオナイザーが、正イオンと
負イオンとを同時に生成できる。そのため、単極性のイオンを生成している時に発生しや
すい逆帯電を防止でき粉体の除電を効率よく行うことが可能である。例えば、粉体同士の
相互摩擦によって帯電した両極性の粉体も効率的に除電することができる。
　また、搬送される粉体が、全体として正負どちらに帯電しているのかが不明な場合にも
、正負両極性のイオンを生成することによってどちらの極性の粉体に対しても、第１及び
第２のイオナイザーグループによる２段階の除電によって帯電量を十分に下げることがで
きる。
【００１６】
　また、第３の発明によれば、投入配管の周方向にも、搬送気流の流れ方向にもイオナイ
ザーの極性が正負交互になるように配置され、第１，２イオナイザーグループ周辺に形成
されるイオン空間内の極性の偏りが少なくなる。そのため、逆帯電しにくく、より均一な
除電が可能になる。
　第４の発明によれば、投入配管の周方向の位置がほぼ等しく対応する第１，２イオナイ
ザーグループの電極を同一電源に接続することができる。
【００１７】
　第５の発明によれば、第１イオナイザーグループを構成するイオナイザーの電極の極性
と逆極性の粉体をよりよく除電することができる。例えば、搬送過程で帯電する粉体の平
均帯電量が、正負いずれかに大きく偏っていることが分かっている場合には、上記第１イ
オナイザーグループの電極の極性を、粉体と逆極性に設定すれば、第１イオナイザーグル
ープで生成されるイオンによって、帯電した粉体をより効率的に除電することができる。
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【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】図１はこの発明の除電装置を用いる粉体の貯蔵槽の断面を示した模式図である。
【図２】図２は実施形態の除電装置の取付け状態を示す、投入配管の軸方向断面図である
。
【図３】図３は実施形態の除電装置の取付け状態を示す、投入配管の軸方向に直交する方
向の断面図である。
【図４】図４は第１、第２イオナイザーグループにおけるイオナイザーの電極配置を示し
た概念図であり、（ａ）は第１イオナイザーグループを、（ｂ）は第２イオナイザーグル
ープを示している。
【図５】図５は実施形態の除電装置を用いた除電実験を行った実験設備の概略図である。
【図６】図６は除電実験の各イオナイザーの電極針の極性と実験結果を示した表である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　図１～６を用いての発明の実施形態を説明する。
　この発明の除電装置１は、搬送気流によって搬送される過程で帯電し、図１の投入配管
２から貯蔵槽３内に投入され堆積する粉体を除電するための装置である。
　そして、除電装置１を、上記投入配管２の開口の付近である投入配管２の終端部に取り
付けている。
【００２０】
　図２，３に示すように、投入配管２の終端に取り付けた実施形態の除電装置１は、投入
配管２と同径の取付け用短管４の外周に一定の間隔を保って４つのイオナイザー本体Ａ，
Ｂ，Ｃ，Ｄを取り付けたものである。なお、この実施形態では上記取付け用短管４は、上
記投入配管２と一体となってこの発明の投入配管の開口付近を構成している。
　上記イオナイザー本体Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄは全て同じ構成で、金属製の略直方体のケーシン
グ５と、その一側面から突出した一対のノズル部６，７を備えている。そして、上記ノズ
ル部６，７の内部には、それぞれ放電電極針８，９が設けられるとともに、先端には多数
の小孔１０が形成された多孔部６ａ、７ａが形成され、それぞれ放電電極針８，９の先端
を対向させている。
　また、ケーシング５内には、上記放電電極針８，９に、それぞれ独立して正又は負の直
流高電圧を印加するための高電圧発生回路１１を設けている。
【００２１】
　上記ケーシング５であって、上記ノズル部６，７と反対側の側面には、圧縮エアを供給
するためのエア供給口１２を形成している。このエア供給口１２を、図示しない圧縮エア
源に接続し、ケーシング５内に圧縮エアを供給可能にしている。
　このようなイオナイザー本体Ａ～Ｄでは、上記放電電極針８，９に直流高圧電圧を印加
するとともに、エア供給口１２から圧縮エアを供給すれば、放電電極針８，９の周囲に生
成されたイオンが圧縮エアによって多孔部６ａ，７ａの小孔１０から噴出して、搬送され
る粉体を除電する。
【００２２】
　また、図３に示すように、上記取付け用短管４の外周には、外方に向かって伸びる取付
け用板１３を４枚溶接し、各取付け用板１３に各イオナイザー本体Ａ～Ｄをねじ部材１４
で固定している。なお、ケーシング５において上記取付け用板１３に対向する面には、ケ
ーシング５の側壁の厚み内に、上記ねじ部材１４を結合するためのねじ孔５ａを形成して
いる（図２参照）。
　さらに、取付け用短管４の側面には、各イオナイザー本体Ａ～Ｄのノズル部６，７の先
端をはめ込むためのはめ込み孔を開口させ、ノズル部６，７の先端面が取付け用短管４の
内壁とほぼ面一になるようにしている。
【００２３】
　また、図２おいて取付け用短管４の上端と、投入配管２の下端とのそれぞれの対応位置
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には、連結片１５，１６を設け、これらをボルト１７及びナット１８で連結している。
　このように、イオナイザー本体Ａ～Ｄを設けた取付け用短管４を投入配管２に取り付け
た状態で、各イオナイザー本体Ａ～Ｄ内の一方の放電電極針８よりも、もう一方の放電電
極針９が、粉体の搬送方向下流側に位置するようにしている。なお、粉体の搬送方向は、
図２における上から下へ向かう方向である。
【００２４】
　そして、図４（ａ）、（ｂ）に示すように、上記搬送方向上流側に位置する各放電電極
針８ａ～８ｄは、上記取付け用短管４に沿った円周上に等間隔で配置され、搬送方向下流
側に位置する各放電電極針９ａ～９ｄは上記取付け用短管４に沿った円周上に等間隔で配
置される。
　なお、図４では、各放電電極針８，９の周方向の位置を区別するため、符号８，９にそ
れを備えたイオナイザー本体Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄの符号を小文字にしたａ～ｄをつけて示して
いる。ただし、各放電電極針の周方向の位置を区別する必要がない場合には、上記小文字
のａ～ｄを省略することにする。
　上記のように配置された図４（ａ）に示す放電電極針８ａ～８ｄが、この発明の第１イ
オナイザーグループを構成するイオナイザーの電極であり、図４（ｂ）に示す放電電極針
９ａ～９ｄが、この発明の第２イオナイザーグループを構成するイオナイザーの電極であ
る。
【００２５】
　そして、上記第２イオナイザーグループの電極９ａ～９ｄは、周方向に隣り合う放電電
極針が正負逆極性となるように電圧を印加するようにしている。つまり、放電電極針９ａ
，９ｃには正の高電圧を印加し、放電電極針９ｂ，９ｄには負の高電圧を印加する。
　これに対し、第１イオナイザーグループの各放電電極針８ａ～８ｄの極性の配置には、
次の３通りのタイプがある。
【００２６】
　第１タイプは、第１イオナイザーグループの放電電極針８ａ～８ｄの極性が周方向に正
負が交互になるように配置するとともに、周方向位置を等しくした上下の放電電極針の極
性を逆極性にするものである。これは、後で説明する図６に示す実験１に相当する配置で
、一つのイオナイザー本体Ａ～Ｄ内の一対の放電電極針８，９の極性が逆極性になる。
　第２タイプは、第１イオナイザーグループの放電電極針８ａ～８ｄの極性が周方向に正
負が交互になるように配置するとともに、周方向位置を等しくした上下の放電電極針の極
性を同極性にするものである。これは、一つのイオナイザー本体Ａ～Ｄ内の一対の放電電
極針８，９の極性が同極性になる（図６の実験２参照）。
【００２７】
　第３タイプは、第１イオナイザーグループの放電電極針８ａ～８ｄの極性が全て同じに
なるように配置するもので、図６の実験３に相当する。ただし、第１イオナイザーグルー
プの放電電極針８ａ～８ｄを正負どちらの極性にするかは、除電対象である粉体の帯電極
性によって設定することが好ましい。
　粉体全体として、正に帯電している場合には、第１イオナイザーグループの放電電極針
８ａ～８ｄを負極性にし、粉体が負に帯電している場合には、放電電極針８ａ～８ｄを正
極性に設定することによって、第１イオナイザーグループでの除電効率が上がることを期
待できる。
【００２８】
　上記したこの実施形態の除電装置の性能を確認するための除電実験を行なった。
　この実験は、直径が約２［ｍｍ］のポリプロピレン（ＰＰ）の粉体を搬送気流で搬送す
る過程で摩擦帯電させ、それを上記除電装置によって除電する実験である。この除電実験
には、図５に示す設備を用いた。
【００２９】
　図５の実験設備は、貯蔵槽３を備え、この貯蔵槽３の底部排出口３ａから、天井面３ｂ
の投入口３ｃに接続した上記投入配管２まで連続して上記粉体を搬送する搬送管１９と、
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貯蔵槽３の天井面３ｂの排気口３ｄから上記搬送管１９に、連続して搬送気流であるエア
を供給するエア配管２０とを備えている。上記エア配管２０にはエアを供給するブロア２
１を接続するとともに、このブロア２１と貯蔵槽３の排気口３ｄとの間にはバグフィルタ
２２を設けている。このバグフィルタ２２はサイロ内の粉体がエア配管２０内へ引き込ま
れることを防止するためのものである。
　図中、粉体の移動経路を実線の矢印で示し、気体の流れを破線の矢印で示している。
【００３０】
　さらに、貯蔵槽３の下方には、底部排出口３ａを開閉するためのロータリーバルブ２３
を設けている。また、符号２４はエア配管２０及び搬送管１９に供給する気体の温湿度を
調整するエアコンである。
　また、図示していないが、貯蔵槽３の内部には、貯蔵槽３内を落下する粉体を採取して
その電荷量Ｑ[Ｃ]を検出するカバー付きファラデーケージを設けている。このファラデー
ケージによる検出電荷量Ｑを粉体重量で除して、粉体の単位重量当たりの電荷量である比
電荷量ｑ[Ｃ／ｋｇ]を求めることができる。
　なお、上記貯蔵槽３は、直径１．５［ｍ］、長さ３．３［ｍ］、容量３．８［ｍ３］の
ステンレス製、搬送管１９は、直径０．１［ｍ］、全長約３０［ｍ］のステンレス製であ
る。
【００３１】
　実験は、上記貯蔵槽３内に３００［ｋｇ］の粉体を充填し、底部排出口３ａに設けたロ
ータリーバルブ２３を開くとともに、搬送エアを供給して粉体を搬送して行なう。
　粉体の搬送条件は、搬送エアの風量が１０［ｍ３／ｍｉｎ］、粉体流量が２３［ｋｇ／
ｍｉｎ］、搬送エア温度が３０±５［℃］、搬送エア湿度が３０±５［％］である。
　さらに、各イオナイザー本体Ａ～Ｄのケーシング５へのエア供給圧力は０．１５［ＭＰ
ａ］である。
　また、上記取付け用短管４は直径０．１［ｍ］、長さ０．２［ｍ］のステンレス製であ
る。
【００３２】
　上記の実験設備を用い、上記第１イオナイザーグループを構成する放電電極針８ａ～８
ｄに印加する電圧の極性を変化させて図６に示す実験１～３及び比較実験１，２を行なっ
た。
<実験１>
　実験１の除電装置は、上記したこの発明の第１タイプのもので、第１イオナイザーグル
ープの放電電極針８ａ～８ｄの極性は、周方向に正負が交互になり、周方向の位置が同じ
第２イオナイザーグループの放電電極針９ａ～９ｄとは逆極性になるようにしている。す
なわち、放電電極針８ａ，８ｃ、９ｂ，９ｄは負極性、放電電極針８ｂ，８ｄ、９ａ，９
ｃが正極性になる。
【００３３】
<実験２>
　実験２の除電装置は、上記したこの発明の第２タイプのもので、第１イオナイザーグル
ープの放電電極針８ａ～８ｄの極性が、周方向の位置を等しくした第２イオナイザーグル
ープの放電電極針９ａ～９ｄの極性と等しくなるようにしたものである。すなわち、放電
電極針８ａ，８ｃ、９ａ，９ｃが正極性、放電電極針８ｂ，８ｄ、９ｂ，９ｄが負極性に
なる。
【００３４】
<実験３>
　実験３の除電装置は、上記したこの発明の第３タイプのもので、第１イオナイザーグル
ープの放電電極針８ａ～８ｄの極性を全て同じ、正極性にしたものである。
　上記放電電極針８ａ～８ｄの極性を正にしたのは、この実験に用いるＰＰの粉体が、ス
テンレス製の配管等との摩擦によって負に帯電し易く、粉体が全体として負極性側に偏っ
ていることを確認したからである。
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【００３５】
<比較実験１>
　比較実験１の除電装置は、第１イオナイザーグループの放電電極針８ａ～８ｄには電圧
を印加せず、第２イオナイザーグループの放電電極針９ａ～９ｄに正の電圧を印加するも
のである。つまり、周方向に間隔を保って複数のイオナイザーを配置したイオナイザーグ
ループを一つだけ備えた装置になる。
<比較実験２>
　比較実験２の除電装置は、第１、２イオナイザーグループのすべての放電電極針８ａ～
８ｄ、９ａ～９ｄすべてに２３［ｋＨｚ］の高周波電圧を印加するものである。
　そして、上記実験１～３及び比較実験１では、正の電圧としてＤＣ＋７［ｋＶ］を用い
、負の電圧としてＤＣ－７［ｋＶ］を用い、比較実験２の高周波電圧は、３．５［ｋＶ］
（実効値）を用いている。
【００３６】
<実験結果>
　上記した各実験を行ない、貯蔵槽３内の図示しないファラデーケージで測定した電荷量
に基づいて、粉体の比電荷量ｑ［ｎＣ／ｇ］を求めた。
　その結果は、図６に示す通りであり、この発明の除電装置を置用いた実験１～３では、
それぞれ、除電後の比電荷量ｑが－１．５９［ｎＣ／ｇ］、－１．０７［ｎＣ／ｇ］、＋
０．８０［ｎＣ／ｇ］とほぼ同程度であった。
　なお、いずれの放電電極針８ａ～８ｄ、９ａ～９ｄにも電圧を印加しないで、他の実験
と同様に粉体を搬送した場合、すなわち除電をしないときの粉体の比電荷量ｑは約－９［
ｎＣ／ｇ］であった。
　このことから、この発明の除電装置が、搬送過程で帯電した粉体を十分に除電できるこ
とが確認できた。
【００３７】
　一方、比較実験１では、除電後の比電荷量ｑは＋３．４４［ｎＣ／ｇ］であった。
　この実験に用いた粉体は負に帯電しているため、第２イオナイザーグループの放電電極
針９ａ～９ｄに正の電圧を印加したが、粉体が逆帯電してしまった。
　このような結果になったのは、第２イオナイザーグループで生成される正イオンの量が
、粉体の帯電量に比べて多く、その正イオンを搬送気流によって強制的に貯蔵槽内の粉体
に混合させたためと考えられる。生成されるイオン量は、放電電極針への印加電圧等で制
御可能であるが、厳密な制御は難しく、除電していない時の粉体の比電荷量に左右されて
除電後の比電荷量が変動してしまう。
　これに対し、上記実験１～３の除電装置では、第２イオナイザーグループで正負のフリ
ーイオンをバランスよく生成できるので、イオンの生成量を厳密に制御しなくても、逆帯
電を少なくできる。また、逆帯電した粉体を、負イオンによって再除電することもできる
ので、常に、除電後の粉体の比電荷を小さな値に維持できる。
【００３８】
　比較実験２では、除電後の粉体の比電荷量ｑは－３．８２［ｎＣ／ｇ］であった。
　これは、除電不足である。高周波電圧は、正弦波であるためイオンが生成される放電開
始電圧になるまでのイオンを生成していない時間が発生する。さらに、半周期は除電に寄
与しない同極性のイオン生成をしている。このため上記実験１～３の除電装置のように直
流電圧を印加した場合と比べて、除電に寄与するイオン生成時間が短くなってしまう。そ
のため、総イオン生成量が少なくなるだけでなく、時間的にイオン濃度が低くなる部分が
できてしまい、除電不足になってしまったものと考えられる。
【００３９】
　以上の実験結果から、上記実験１～３で用いたこの発明の除電装置が、搬送気流で搬送
される粉体の除電に有効であることがわかった。その理由は、次のように考えられる。
　帯電した粉体は、上記投入配管２の開口付近の第１のイオナイザーグループで生成され
るイオン雰囲気を通過中に上記イオンによって除電され、その電荷量が下がる。その後、
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、第２のイオナイザーグループを通過する粉体は、全体としては帯電量が低くなっている
ため、第２のイオナイザーグループで生成されたイオンで、常に、粉体の比電荷の絶対値
が小さな値になるように除電するとともに、第２のイオナイザーグループで生成されたイ
オンのうち粉体の除電に使われなかったイオンの一部はフリーイオンとなって、搬送気流
とともに貯蔵槽内に噴射される。
【００４０】
　上記フリーイオンは、投入配管から排出された後に再帯電した粉体や、第１イオナイザ
ーグループで除電しきれなかった粉体を除電することができる。
　特に、第２イオナイザーグループでは、正負両極性のイオンが生成されるので、単極性
のイオンを生成している場合に発生する逆帯電を防止することも可能である。例えば、粉
体同士の相互摩擦で帯電した正負両方の帯電粉体を除電することもできる。
　しかも、各放電電極針には直流電圧を印加しているため、常時イオンを生成することが
できるうえ、生成されたフリーイオンは、投入配管から吹き出す搬送気流によって粉体と
混合されるので、効率のよい除電ができると考えられる。
【００４１】
　なお、上記実施形態では、第１イオナイザーグループのイオナイザーと第２イオナイザ
ーグループのイオナイザーとを一つのイオナイザー本体Ａ～Ｄで構成しているが、各イオ
ナイザーは個別に構成されてもよいし、イオナイザーの構成も上記実施形態に限らない。
各イオナイザーは、必要な極性の直流電圧によって生成したイオンを放出できるものなら
ばどのようなものでもよい。
　また、上記実施形態では、第１イオナイザーグループを構成するイオナイザーと第２イ
オナイザーグループを構成するイオナイザーとを同数にしているが、必ずしも同数でなく
てもよいし、各グループを構成するイオナイザーの数も特に限定されない。
　イオナイザーの数が多ければ多いほど、高濃度でかつ均一なイオン空間を生成すること
が可能になるが、その分、大きな取付け部が必要なる。したがって、イオナイザーの数は
装置の大きさや粉体の搬送速度などに応じて設定すればよい。ただし、第２イオナイザー
グループにおいて同時に生成する正負のイオンのイオンバランスを保つためには、第２イ
オナイザーグループを構成するイオナイザーの数は偶数が好ましい。
【００４２】
　また、各第１，２イオナイザーグループの取付け方法も、上記したものに限らず、例え
ば、各イオナイザーを投入配管２に直接取り付けるようにしてもよい。
　ただし、上記取付け用短管４やその他のホルダーなどを用いれば、複数のイオナイザー
を一体的に取り扱うことができて取付け作業が容易になる。
【産業上の利用可能性】
【００４３】
　粉体を取り扱う現場での、静電気による着火性放電の発生を防止できるものである。
【符号の説明】
【００４４】
１　　　除電装置
２　　　投入配管
３　　　貯蔵槽
８、８ａ～８ｄ　　（第１イオナイザーグループの）放電電極針
９、９ａ～９ｄ　　（第２イオナイザーグループの）放電電極針
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